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「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数2023年（令和5年1月1日）※1」が2023年7月26日
に総務省から公表されました。日本人人口が14年連続で減少するなか、外国人人口は、コロナ下の
2020年、2021年を除き、若年層を中心に増加が続いています。本稿では、外国人人口と世帯数について、
人口増加の4割弱を占める東京圏を中心にみていくとともに、国勢調査から外国人の住居状況を整理し
ました。また、8ページでは東京特別区別の比較をしています。

●全国の総人口のうち、外国人人口は2020年
のピーク時を上回り、世帯数の伸びも高水準
2023年1月1日の全国の総人口は、前年比51万1千人

減少（前年比-0.41％）の1億2,541万7千人でした。日
本人人口が14年連続で減少（同-0.65％）するなか、外
国人人口が3年ぶりに大きく増加（同＋10.70％）し、日本
人人口の減少を補いました。
また、全国の総世帯数は、前年比50万5,253世帯増加

（同＋0.85％）の6,026万6,318世帯で、日本人世帯の増
加が26万6，446世帯（同＋0.46％）と小幅増加に止まる
一方、外国人世帯の増加は23万8,807世帯と日本人世
帯数増加とほぼ拮抗し、高水準の伸び（同＋15.57％）と
なりました［図表1］。

［図表3］東京圏：都府県別人口増減内訳(2022年）

［図表1］全国の総人口・世帯数の増減内訳推移

［図表2］全国の外国人人口増加数の地域別内訳

［図表4］東京圏市区町村別の外国人人口増加数（2022年、上位20位まで）

●東京圏では、コロナ後にアジア地域を中心
に外国人留学生や若年労働者が急回復し、
永住者等の増加も続いている。
東京圏の市区町村別の外国人人口増加数をみると、

東京都では、新宿区や豊島区のほか、江東区、江戸川
区、足立区などが上位で、他県では、横浜市や川崎市、
千葉市などの政令指定都市が上位でした。1位の横浜
市は、歴史的経緯から外国人の定住化が進んでいるこ
とに加え、市が先端的な外資系企業の誘致に積極的で
あることなども外国人人口の増加数が多い背景にあると
考えられます［図表4］。

図表1～4のデータ出所：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」

東京圏における外国人人口等の動向

※1：�住民基本台帳に基づく同調査は、2013年から原則3か月超の中長期在留
者や特別永住者等の外国人が対象となった。2014年以降の調査時点は
各年1月1日。

※2：東京圏：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県
※3：名古屋圏：愛知県、岐阜県、三重県
※4：大阪圏：大阪府、兵庫県、京都府、奈良県

（注）前年12月から当年12月までの増加数。日本人世帯には複数国籍世帯を含む。

●三大都市圏の外国人人口増加数は全国の
6割強で、東京圏は4割弱を占める
2022年の外国人人口増加のうち6割以上が三大都

市圏（東京圏※2、名古屋圏※3、大阪圏※4）に集中していま
す［図表2］。さらに、外国人人口増加の38％を占める東
京圏を都県別にみると、全てで日本人人口の減少と外国
人人口の増加となっており、東京圏においても日本人人
口の減少を外国人が補う状況となりました［図表3］。

順位 都道府県名 市区町村名
₂₀₂₂年

外国人人口
増加数

₂₀₂₃/₁/₁時点
外国人人口

（参考）
₂₀₂₂年

日本人人口
増減数

₁ 神奈川県 横浜市 ₇，₄₀₁ ₁₀₆，₆₃₀ ︲₉，₅₄₉
₂ 東京都 新宿区 ₆，₃₇₂ ₄₀，₂₇₉ ︲₁，₃₁₅
₃ 東京都 豊島区 ₄，₇₃₃ ₂₈，₉₃₃ ₆₂₉
₄ 東京都 江東区 ₄，₁₁₆ ₃₃，₃₉₁ ₂，₈₁₄
₅ 東京都 江戸川区 ₃，₂₂₆ ₃₈，₄₄₆ ︲₄，₈₁₂
₆ 東京都 足立区 ₂，₉₁₀ ₃₆，₀₄₈ ︲₁，₉₀₂
₇ 東京都 北区 ₂，₈₃₇ ₂₄，₃₀₇ ︲₃₈₃
₈ 神奈川県 川崎市 ₂，₈₀₇ ₄₆，₇₀₁ ︲₁，₁₇₁
₉ 東京都 板橋区 ₂，₇₀₉ ₂₈，₃₇₂ ︲₁，₆₈₂
₁₀ 東京都 文京区 ₂，₆₄₄ ₁₂，₃₉₀ ₆₇₇
₁₁ 千葉県 千葉市 ₂，₅₂₅ ₃₀，₈₁₇ ︲₁，₈₃₇
₁₂ 東京都 中野区 ₂，₅₁₃ ₁₈，₂₇₂ ︲₉₃₇
₁₃ 東京都 港区 ₂，₄₁₀ ₁₉，₃₃₉ ₂，₀₂₂
₁₄ 東京都 葛飾区 ₂，₂₉₅ ₂₃，₉₂₅ ︲₂₀₃
₁₅ 埼玉県 さいたま市 ₂，₁₇₆ ₂₈，₈₈₁ ₄，₉₃₁
₁₆ 東京都 台東区 ₂，₁₃₀ ₁₆，₀₂₆ ₁，₆₄₀
₁₇ 東京都 世田谷区 ₂，₀₆₆ ₂₃，₀₉₄ ︲₂，₈₃₅
₁₈ 東京都 練馬区 ₁，₉₈₄ ₂₀，₈₁₃ ︲₁，₄₂₈
₁₉ 東京都 大田区 ₁，₉₃₂ ₂₅，₀₃₄ ︲₂，₂₁₀
₂₀ 東京都 墨田区 ₁，₈₆₆ ₁₃，₇₅₈ ₂，₃₉₅
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東京圏の年齢階層別の外国人人口は、40～50歳代
が多い日本人人口とは大きく異なり、20～30歳代の若年
層が大部分を占めます［図表5］。
［図表5］東京圏の日本人・外国人の年齢階級別人口（2023年１月1日時点）

［図表6］東京圏の外国人人口増加数内訳（国籍・地域別）
［図表8］東京圏の外国人の住宅種類

［図表9］東京圏：都府県別の外国人の住宅種類
［図表7］東京圏の外国人人口増加数内訳（在留資格別）

国籍・地域別では、アジア地域が多く、中国（29％）に続
き、技能実習生の受入が多いなどから、ベトナム（11％）、
ネパール（8％）、インドネシア（7％）の4か国で過半を占め
ています［図表6］。
在留資格別には、コロナ後の渡航規制緩和から急増

した留学が32％と最も多く、次いで技能実習が23％、永
住者等が18％、高度人材である技術・人文知識・国際業
務が15％と一定程度の割合を占めています［図表7］。

データ出所：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」

図表8、9のデータ出所：総務省「国勢調査2020年（令和2年）」

※5：2020年（令和2年）国勢調査「住宅の所有の関係別一般世帯人員（外国人の
いる一般世帯）」によるもの。住民基本台帳に基づく調査とは時点が異
なる。一般世帯のうち外国人のみの世帯を取り上げた。日本人と外国
人などの世帯も含めた総数（136万9,201人）は、持ち家42％、民間の借家
40％である。

※6：正式名称「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会
議」。2023年5月11日に中間報告がなされた。現行の技能実習制度の廃
止や実態に即した新制度の創設など、抜本的な見直しが提言された。

※7：国土交通省は、宅地・建物に関連する取引に関し、特に外国人との取引対
応の経験が少ない不動産事業者が、取引対応時の留意事項やトラブル事
例などを参照できる基礎的資料として、「不動産事業者のための国際対
応実務マニュアル（2017年8月）」を作成し、住環境の整備を進めている。

（注）2021年12月から2022年12月までの増加数の割合
図表6、7のデータ出所：法務省「在留外国人統計」

（注）�公営等の借家は公営の借家、都市再生機構・公社の借家の合計。その
他は、間借り、住宅以外の居住、不詳の合計

●外国人のみ一般世帯の住宅は民間の借家
が多いものの、持ち家も3割弱※5ある。
東京圏の外国人が居住する住宅は、民間の借家が

47％と多いものの、持ち家も28％と一定程度のシェアと
なっています。都府県別には、東京都で持ち家がやや低
く（27％）、民間の借家が多い（50％）一方、定住化が以
前より進む神奈川県（30％）や製造業で外国人を活用す
る川口市などを抱える埼玉県（31％）で持ち家がやや高
めです。
東京圏でも日本人人口の減少による人手不足の深刻

化が見込まれています。政府は、外国人労働者のあり
方を議論する有識者会議※6において、人材確保と育成
を目的に、現行の技能実習制度や特定技能制度の見直
しなどの議論を進めています。円滑な受入れ環境の整
備の1つとして住環境などの整備もさらに進むと思われ
ます※7。� （以上、都市未来総合研究所　秋田 寛子）
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経済トレンド・ウォッチ

■ 景気の動向 （全国）

図1  景気動向指数

� データ出所：内閣府「景気動向指数」

図2  景気ウォッチャーの景気判断指数

�

� データ出所：内閣府「景気ウォッチャー調査」

図3  企業の業況判断指数

注：「大企業」は資本金10億円以上、「中堅企業」は資本金1億円以上10億円未満、「中小企業」は資本金2千万円以上1億円未満
（　）内の数値は直近調査の3ヶ月後に関する予測値

� データ出所：日本銀行「全国企業短期経済観測調査（短観）」
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【データ概要】
図1	 景

（CI：コンポジット・インデックス）
気動向指数のCI指数	 ：CI指数は、景気の拡大・後退の大きさやテンポを示す。

景気先行指数は、景気一致指数より数ヶ月先行して動き、景気を予知するための指数。
景気一致指数は、実際の景気動向とほぼ一致して動き、景気の現状を示す指数。
景気遅行指数は、景気一致指数より数ヶ月遅れて動き、景気の変化を確認する指数。

図2	 景気ウォッチャーの景気判断指数	 ：景気の動きに敏感な職業の人を景気ウォッチャーに選び、街中の景気の現状や先行き
（ 2 , 3ヶ月先）について、景気ウォッチャーの判断による景気の方向性を示す指数。
（DI指数：50	=	変わらない・横ばい、50より高い=	良くなる、50より低い=悪くなる）

図3	 企業の業況判断指数	 ：業況が｢良い｣と答えた企業の割合から、｢悪い｣と答えた企業の割合を引いた値を
業況判断指数とするもの。｢良い｣と｢悪い｣の回答割合が同じ場合は｢0｣となる。
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■ 物価・雇用・金利等の動向 （全国）

図4  物価指数

� �
�
� データ出所：総務省「消費者物価指数」、日本銀行「企業物価指数」

図5  雇用情勢

注：図の値は季節調整値。完全失業率の2011年3月から8月は、岩手県、宮城県、福島県を除く全国の結果� �
�
� データ出所：総務省統計局「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」

図6  主要金利

�
�
� データ出所：日本相互証券、住宅金融支援機構及びみずほ銀行ホームページ公表資料
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【データ概要】
図4	 消費者物価指数	 ：全国の家計に係る財及びサービスの価格等を総合した物価を時系列的に測定する指数。
	 国内企業物価指数	 ：企業間で取引される国内向け国内生産品の価格水準を示す指数。
図5	 完全失業率	 ：労働力人口（15歳以上で働く意志をもつ人）に占める完全失業者の割合。完全失業者は一定	

期間中に収入を伴う仕事に従事しなかった人で、実際に求職活動を行った人。
	 有効求人倍率	 ：公共職業安定所で扱う求職者１人に対する求人数。
図6	 長期固定金利型住宅ローン	 ：民間金融機関と住宅金融支援機構の提携商品｢フラット35｣の借入金利の最高。
	 	  （保証型は含まない。2010年4月以降は融資率が9割以下の場合。2017年10月以降は融資

率が9割以下、新機構団信付きの場合）
	 短期プライムレート	 ：民間金融機関が信用力の高い企業に資金を１年未満貸付ける際の基準となる貸出金利。
	 長期プライムレート	 ：民間金融機関が信用力の高い企業に資金を１年以上貸付ける際の基準となる貸出金利。
	 長期国債新発債流通利回り	 ：金融機関や機関投資家などの間で取引される長期国債新発債の利回り。

注記：図1から図6はいずれも原稿作成時点で入手できたデータに基づき作成
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不動産市場トレンド・ウォッチ

図1	 用
（公示地価あるいは基準地価を使用）
途別平均地価	 ：	「地価公示」の公示地価は、一般の土地の取引価格に対して指標を与え公共事業用地の取得価格の

算定の基準となる等により、適正な地価の形成に寄与することを目的として、国土交通省の土地鑑
定委員会が毎年1回、標準的な土地についての正常な価値を示すもの。

	 	  	「都道府県地価調査」の基準地価は、国土利用計画法施行令に基づき、都道府県知事が毎年7月1日
における調査地点の正常価格を不動産鑑定士の鑑定評価を求めた上で判定するもの。

■ 東京圏

図1  用途別平均地価（前年比）

�

� データ出所：国土交通省「地価公示」

図2  総人口の推移

注：各年4月1日現在の値（2021年の人口推計値は、令和2年国勢調査結果に基づく修正後）�
�

� データ出所：各都市の「推計人口」及び総務省公表資料

図3  J-REIT保有賃貸マンションのNOI評価額利回り［運用時NOI利回り］

注：各投資法人の2023年3月末までの決算資料による。��

� データ出所：都市未来総合研究所｢ReiTREDA（リートレーダー）｣
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【データ概要】

図2	 総人口	 ：	各都市の行政区域に常住する人口総数の推計値。	
国勢調査人口を基準とし、これに毎月の住民基本台帳等の増減数を加えて推計したもの。

図3	 NOI評価額利回り	 ：	NOI評価額利回りは､J-REIT（上場不動産投資信託）の全投資法人が保有する住居専用型賃貸
マンションの期末鑑定評価額に対する直近1年間の純収益（NOI）の割合を示す。	
図は地域別に物件毎（賃料保証・固定賃料物件を除く）のNOI評価額利回りを単純平均したもの。
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【データ概要】

■ 主要大都市（札幌・仙台・名古屋・京都・大阪・神戸・福岡）

図4  		用途別平均地価（前年比）

� �
�
� データ出所：国土交通省「地価公示」

図5  総人口の推移

注：各年4月1日現在の値（2021年の人口推計値は、令和2年国勢調査結果に基づく修正後）
� �
� データ出所：各都市の「推計人口」及び総務省公表資料

図6  J-REIT保有賃貸マンションのNOI評価額利回り［運用時NOI利回り］

注：各投資法人の2023年3月末までの決算資料による。�

� データ出所：都市未来総合研究所｢ReiTREDA（リートレーダー）｣
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注記：図1から図6はいずれも原稿作成時点で入手できたデータに基づき作成

図4	 用
（公示地価あるいは基準地価を使用）
途別平均地価	 ：	「地価公示」の公示地価は、一般の土地の取引価格に対して指標を与え公共事業用地の取得価格の

算定の基準となる等により、適正な地価の形成に寄与することを目的として、国土交通省の土地鑑
定委員会が毎年1回、標準的な土地についての正常な価値を示すもの。

	 	  	「都道府県地価調査」の基準地価は、国土利用計画法施行令に基づき、都道府県知事が毎年7月1日
における調査地点の正常価格を不動産鑑定士の鑑定評価を求めた上で判定するもの。

図5	 総人口	 ：	各都市の行政区域に常住する人口総数の推計値。	 	
国勢調査人口を基準とし、これに毎月の住民基本台帳等の増減数を加えて推計したもの。

図6	 NOI評価額利回り	 ：	NOI評価額利回りは､J-REIT（上場不動産投資信託）の全投資法人が保有する住居専用型賃貸	
マンションの期末鑑定評価額に対する直近1年間の純収益（NOI）の割合を示す。	 	
図は地域別に物件毎（賃料保証・固定賃料物件を除く）のNOI評価額利回りを単純平均したもの。
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 東京23区における外国人人口・世帯数・住宅種類について

〈お 問 合 せ 先〉
宅地建物取引業：届出第２号 
所属団体： 一般社団法人不動産協会、一般社団法人不動産流通経営協会 

公益社団法人首都圏不動産公正取引協議会 

みずほ信託銀行株式会社

　

東京都の外国人人口増加数の在留資格の内訳では、都内における教育機関や企業の立地が多いことなど
を反映し、留学が約半分と多くを占め、次いで永住者等、さらに高度人材である技術・人文知識・国際業務が続き
ます［図表1］。東京23区の区別に、外国人人口増加数※1と総人口に占める外国人人口比率※2、外国人人口
に占める20歳代の比率を示しました［図表2］。外国人人口比率が高く外国人人口増加数も多い豊島区、新宿
区などは、外国人人口に占める20歳代の比率が高く、渡航制限緩和から留学生の回復が多かったと考えられ
ます。また、人口増加は多いものの、20歳代の比率が低い江東区、足立区などでは、公営団地や持ち家など家
族で居住する外国人世帯の増加が要因の一つと思われます。外国人世帯の1世帯当り平均人員数※3�

［図表3］や住宅状況［図表4］をみても、豊島区、中野区、新宿区などは1世帯当り平均人員1.3～1.4人と少なく、
江東区や足立区は2人を上回っています。住宅種類別には、中野区、杉並区、豊島区、新宿区で民間の借家
が多く、江東区では公営等の借家の割合が高く、中央区、足立区、荒川区などは持ち家が4割程度などの違い
がみられます。� （以上、都市未来総合研究所　秋田 寛子）

［図表1］東京都の外国人人口増加数の在留資格別内訳

［図表3］東京23区の外国人世帯の１世帯当り人員数

［図表4］東京23区の外国人の住宅種類

［図表2］	東京23区の外国人人口増加数、外国人
人口比率、外国人人口の20歳代比率

データ出所：法務省「在留外国人統計」

データ出所：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」

データ出所：総務省「国勢調査2020年（令和2年）」データ出所：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」

※1：外国人人口増加数は2021年12月から2022年12月までの増加数
※2：外国人人口比率は総人口に占める外国人人口の割合
※3：図表3の外国人世帯の1世帯当り平均人員数は2023年1月1日時点。

外国人人口を外国人世帯数で除して算出しており混合世帯は含ま
れない。
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